
No. 取り組み 内容 2022（令和4）年度実績 分類 評価 分類や評価の理由 取り組み主体

80
国際理解セミナーの

実施

異文化理解や多文化共生をテーマ

に、国際理解を深めるセミナーを開

催し、外国人市民を地域で受け入れ

る意識が高まるようにします。

・国際理解セミナー「ネパールってどんな

国？」

・国際理解セミナー「セネガルってどんな

国？」

・国際理解セミナー「市民座談会  THE

NICHE（全５回）」

・国際理解セミナー「VOICE～外国にルー

ツのある私の想い～」

・国際理解セミナー「戦火のランナー」映画

上映会（2回上映）

② A

世界の様々な国や地域につ

いて理解を深め、また、外

国にルーツのある方の想い

を知ることで多文化共生に

ついて考える機会となっ

た。

国際交流センター

81

外国人を含めたすべ

ての人権に対する理

解を深める啓発活動

さまざまな媒体を活用した広報やセ

ミナー、「ひゅーまんフェスタ」な

どのイベントを通して、人権の大切

さを広く啓発していきます。

・ひゅーまんフェスタ2022

  参加者のべ944名

・第１回人権啓発セミナー （動画配信）

　テーマ：同和問題

  参加者299名

・第２回人権啓発セミナー（動画配信）

　テーマ：性的マイノリティ

  参加者192名

② A
人権尊重を広く市民に呼び

かけることができたため。
人権政策課

82 人権啓発講座の開催
講座や研修等を通じて、外国人の人

権に対する理解を深めます。

安中地域内施設の新転任研修において、「安

中に暮らす外国にルーツを持つ人々の歴史と

差別の現状」をテーマにした研修を実施。他

の研修を含め全5回実施、のべ126名が参加

した。

② B

平成２６年度より、安中地

域内施設の新転任研修にお

いて「外国人住民と差別に

ついて」というテーマの講

習を実施し、外国人の人権

尊重に対する理解を深める

ことに寄与した。

安中人権コミュニ

ティセンター

83
姉妹・友好都市との

交流

姉妹都市アメリカ合衆国ベルビュー

市及び友好都市中華人民共和国上海

市嘉定区、大韓民国大邱広域市中区

などと国際親善を深め、国際理解を

進めます。

上海市嘉定区とオンライン交流を企画してい

たが、新型コロナウイルス感染症の影響を受

け、実施ができなかったが、上海市嘉定区、

大邱広域市中区と文化作品交流事業を実施し

た。

② B

新型コロナウイルス感染症

の影響を受け、人的交流は

実施できなかったが、コロ

ナ禍においても実施可能な

事業ができたため。

人権政策課

84
八尾市人権啓発推進

協議会との連携

市内の各種団体及び全地区の福祉委

員会で組織されている八尾市人権啓

発推進協議会を通じて、市民に身近

なところで人権意識を浸透させ、差

別のない明るいまちづくりを進めま

す。

・人権啓発推進委員養成研修

　（５回実施、のべ248名参加）

・人権啓発映画上映会（参加者278名）

・第45回みんなのしあわせを築く八尾市民

集会（参加者165名）

・地区人権研修（15地区実施、参加者295

名）

② A

様々な事業を実施すること

で、広く市民に啓発するこ

とができたため。

人権政策課

85
世界人権宣言八尾市

実行委員会との連携

世界人権宣言八尾市実行委員会に対

し、八尾市における人権教育・啓発

の推進への協力の働きかけを行いま

す。

・「ちいき・人権・world」編集会議への参

加、記事の寄稿（年4回発行）

・「世界人権宣言パネル展」の共催

・ひゅーまんフェスタの共催

② A

世界人権宣言八尾市実行委

員会と連携して、世界人権

宣言パネル展等を実施する

ことで、市民の人権意識向

上を図ることができたた

め。

人権政策課

86
人権学習教材などの

充実

学校における人権教育を充実するた

め、子どもが関心を持てるような視

聴覚教材や研究図書を充実させま

す。また、教育委員会と研究協力員

人権教育部会が中心となって、人権

教育に関するプログラムを作成し、

人権教育研修講座の場などを通じて

各学校へ共有します。

・教育委員会と研究協力員人権教育部会が連

携し、人権教育プログラムの作成および公開

授業を実施した。また、人権教育研修講座等

においてさまざまな人権課題に関する資料や

教材の紹介、周知および学校の取組みについ

て共有を図った。　　　　・研修用図書・視

聴覚教材等の貸出：68件

② A

人権教育プログラムの作成

および公開授業を通じて、

人権教育のさらなる充実を

図ることができたため。ま

た、人権教育研修講座等

で、さまざまな人権課題に

関する資料や教材の紹介や

周知を行うとともに、学校

の取組みについても教職員

と共有することができたた

め。図書や視聴覚教材につ

いては情報をWeb掲載し、

学校等を中心に広く市民か

らの貸出要望に対応してい

るため。

人権教育課

基本目標３　外国人市民も活躍できる多様性を認め合う地域づくり

３－１　多文化共生・国際理解の意識啓発



No. 取り組み 内容 2022（令和4）年度実績 分類 評価 分類や評価の理由 取り組み主体

87
国際理解教育のため

の教材などの充実

国際理解教育の推進のため、楽器や

民族衣装、資料などを充実させ、学

校や市民へ貸し出しを行います。ま

た、国際理解教育に関するプログラ

ムを作成し、学校への訪問講座など

で活用します。

民族楽器や衣装、視聴覚教材等を学校や市民

へ貸出を行った。また、小学校等へ出向く訪

問講座を実施した。

② A

楽器演奏、講話などを通じ

て国際理解教育への理解を

深めることができた。

生涯学習課

88

インターネット上で

の差別に対する取り

組み

インターネット上の差別書き込み等

についてモニタリング調査を行い、

悪質な書き込みについては削除要請

を行います。

差別書き込み等に対して削除要請するため、

モニタリング調査を実施した。
② A

削除要請することで、差別

書込み等の削減に努めたた

め。

人権政策課

89
ヘイトスピーチに対

する取り組み

ヘイトスピーチの解消に向けて、チ

ラシやポスター、人権研修などの啓

発に加え、弁護士による特設法律相

談を実施するなど、相談体制の充実

を図ります。

チラシ、ポスター、FMちゃお、ホームペー

ジ等を活用し、ヘイトスピーチ解消法の周知

や啓発を行った。また、弁護士による特設法

律相談も実施した。

② A

弁護士による特設法律相談

を実施し、法的なアドバイ

スを行うことができる相談

体制づくりに努めたため。

人権政策課

90
多言語対応できる人

権相談窓口の周知

多言語対応ができる人権相談窓口や

ドメスティック・バイオレンスに関

する相談窓口について情報提供しま

す。

DVのことや多言語対応ができる人権相談窓

口の情報を多言語情報誌に掲載しました。
① A

外国人市民に人権やDVの専

門相談窓口の存在を周知す

ることができたため。

人権政策課

91
多文化共生推進研修

の実施

多文化共生社会に対する職員の意識

を高め、外国人に配慮した行政サー

ビスの充実や地域での多文化共生を

考えるための研修を行います。

３回の多文化共生研修を実施した。

第１回：地域における多文化共生

第２回：八尾市の多文化共生について

第３回：大阪市生野区のやさしい日本語の取

り組み

② A

職員が多文化共生を考える

機会をつくることができた

ため。

人権政策課

92
多文化共生社会に対

応した職員の育成

外国人市民に配慮した行政サービス

が提供できるよう職員研修を行い、

多文化共生社会に対する理解を深め

ます。

中堅職スパイラルアップ研修および専門研修

「在住外国人との共生について」を実施。
① A

中堅職員に対して、必修科

目として受講してもらい、

多文化共生の理解を深める

ことが出来た。

人事課

93
職員に対する人権研

修の実施

本市職員に対し研修を行い、外国人

を含む人権問題についての正しい理

解と認識を持たせ、豊かな人権感覚

を養います。

２回の人権主担者研修を実施した。

第１回：インターネット上の部落差別につい

て（参加者69名）

第２回：女性を取り巻く課題（参加者141

名）

② A

人権研修を実施し、行政職

員に対して啓発を行うこと

ができたため。

人権政策課

94
各所属への人権主担

者の設置

「八尾市人権教育・啓発プラン」を

進めるため、各所属に人権主担者を

置き、職員の人権意識を高めます。

２回の人権主担者研修を実施した。

第１回：水平社100周年およびインターネッ

ト上の部落差別について（参加者69名

第２回：女性を取り巻く課題～男女雇用参画

の視点の重要性～（参加者141名）

② A

人権研修を実施し、行政職

員に対して啓発を行うこと

ができたため。

人権政策課

95
人権施策に関する連

絡調整

関係課と連絡調整を行い、「八尾市

人権尊重の社会づくり条例」に基づ

いた施策が行われるように働きかけ

ます。

人権施策推進本部を２回開催し、プランの進

捗状況等について報告を行い、さらなる施策

の推進を図った。

② A

市関係所属の連絡調整を行

うことで、総合的かつ効果

的な推進を図ることができ

たため。

人権政策課

96
保育教諭等への人権

研修の実施

外国人児童やその保護者の人権を守

る保育や多文化共生の保育を進める

ため、保育教諭等に対して研修、研

究会を行います。

幼児教育研修にて保育教諭等を対象として大

阪多様性教育ネットワークより講師を招いて

研修を実施した

② A

研修実施により、保育教諭

等の人権感覚を磨くととも

に、自他の人権を守るため

の態度や行動力の育成につ

ながる人権教育の推進を図

ることができた。

教育センター

97 人権教育研修の実施

教職員に対して、人権教育研修講座

及び管理職研修などを行い、人権感

覚及び人権意識、指導力を高められ

るようにします。

・校長、教頭人権教育研修において、教職員

の人権についての知識や意識の向上について

の課題提起を行った。

・人権教育研修講座における【在日外国人教

育】をテーマとした研修や日本語指導対応研

修を通じて、教職員の人権感覚および指導力

の向上を図った。

② A

管理職人権教育研修、人権

教育研修講座、日本語指導

対応研修などを通じて、教

職員の人権感覚及び人権意

識の高揚と指導力の向上を

図ることができたため。

人権教育課



No. 取り組み 内容 2022（令和4）年度実績 分類 評価 分類や評価の理由 取り組み主体

98
国際教育プログラム

の実施

こども園から大学まで学校現場向け

に、国際理解教育のためのゲストス

ピーカーの紹介・派遣、異文化理解

のためのワークショップなどを行い

ます。

・多文化保育プログラム（３園実施）

・ワールド講座「Nikkyと英語でケニア文化

を学ぼう！」

・中学校へのゲストスピーカーの紹介

② A

多くの園児･児童生徒が、多

文化や英語に触れる機会を

提供できた。

国際交流センター

99
各国・地域の文化紹

介

日本を含めた様々な国・地域の文化

紹介・体験を通して、お互いの異文

化理解を深めます。

・「リディアさんと一緒につくろう！美食大

国ペルーの家庭料理」

・「ナターリャさんと話そう ウクライナ･オ

デーサの魅力」

② A

料理や人との出会いを通し

て外国の文化や人に触れ、

異文化理解を深める機会と

なった。

国際交流センター

100
在住外国人と市民と

の交流促進

外国人市民と日本人市民が親しく交

流できるさまざまな場を提供し、外

国人市民と日本人市民をつなげる機

会をつくります。

・「奈良であそぼう！みんなで交流」

・「世界の凧あげフェスティバル」

・「ホームビジットで交流しよう！」

② A

様々な国や地域の人々が集

まり、イベントを通して多

くの人が交流できた。

国際交流センター

101
国際親善及び海外文

化の紹介

ICTなども使いながら、世界各国・

地域の文化交流団との地域交流を進

め、日常生活、文化の継承について

見直すきっかけづくりを提供しま

す。

世界とつながる！オンライン交流（フランス

共和国・ポアティエ編）
② A

オンラインで海外在住の人

たちと交流を行うことで、

お互いの地域文化の理解を

深め、楽しむことができ

た。

国際交流センター

102 多文化教室の開催
各国・地域の文化を学ぶきっかけを

提供し、異文化理解を進めます。
ウクライナ語講座（全１０回) ② A

挨拶や日常会話でのフレー

ズを学ぶことに加え、ウク

ライナの習慣や文化につい

ても知り、理解を深めるこ

とができた。

国際交流センター

103
国際交流センターの

支援

国際交流センターの運営を支援し、

ともに多文化共生施策を考え、進め

ていきます。

市とともに多文化共生施策を推進していくた

め、（公財）八尾市国際交流センターに対し

て運営経費補助金の交付を行った。

① A

コロナ禍において,外国人支

援事業等を積極的に展開い

ただいたため。

人権政策課

104 中国語講座の開催

中国語を学ぶことに関心がある市民

に学びのきっかけを提供するため

に、初級レベルの中国語講座を開催

します。

開講回数　24回

受講者数　14名 ② A

中国ルーツの住民が集住し

ている地域があり、中国語

の学習は地域コミュニティ

につながると判断できるた

め。

桂人権コミュニ

ティセンター

・英会話教室

　対象：小学生

　実施回数：低学年・高学年合計80回

　参加者数：のべ372名

・親子で英語を楽しもう

　対象：3才以上の幼児と親

　実施回数：12回

　参加者数：310名

② A

・こどもたちはゲームや遊

びを通して、楽しみながら

英語を学び、あいさつや自

己紹介を英語でするなど身

近なものとして親しんでい

る。

桂青少年会館

（低学年事業）

・「多文化キッズクラブとの交流」「この世

界の片隅に」

回数5回　のべ参加者数163名

（教室講座事業）

・英会話教室（低学年・高学年）

回数38回　のべ参加者数228名

・英語クラブ（中学生）

回数4回　のべ参加者数8名

・その他教室

「英語のリズムとゲーム」「韓国・朝鮮のた

いこ「チャング」体験」「世界のあそび」等

回数16回　のべ参加者数88名

（子育て支援事業）

・「英語のうたであそぼう」「絵本と英語の

うたであそぼう」

計画したものの実施できず。

② A

外国にルーツのある児童生

徒のアイデンティティの確

立支援や相互理解を促進す

る取り組みを進めることが

できたため。

安中青少年会館

３－２ 多文化共生を進める機会づくり

105
多文化共生に触れる

教室・講座の開催

主に小学生に対し、外国語（英語、

ハングル、中国語、ベトナム語）や

外国文化に触れる機会をつくり、多

文化共生への理解を深めます。



No. 取り組み 内容 2022（令和4）年度実績 分類 評価 分類や評価の理由 取り組み主体

「国際理解訪問講座」や令和2年度から小学

生を対象として「多文化キッズサークル」の

活動を行っており、多文化共生への理解を深

めることができた。

② A

講座やサークルの活動を通

じて、外国文化に触れる機

会をつくり、多文化共生へ

の理解を深めることができ

た。

生涯学習課

106

留学生への歴史民俗

資料館等の観覧料の

免除

留学生に対して日本の文化や歴史な

どに触れる機会を提供するため、歴

史民俗資料館の観覧料を免除しま

す。

加えて、他の文化財施設の観覧料の

免除も検討します。

歴史民俗資料館の観覧料を免除することとし

ていたが、該当する利用者はなかった。
① B

コロナ禍の影響もあって、

留学生が訪れる機会がな

かったが、利用機会を図る

ことができるよう、事業内

容を周知していく必要があ

る。

観光・文化財課

107
八尾市外国人市民会

議の設置

外国人市民の意見を市政に反映させ

るために、八尾市外国人市民会議を

設置し、多文化共生を進めるための

取り組みについて話し合います。

２回の会議を開催し、計画の進捗状況の確認

や外国人市民と日本人市民の交流等について

意見交換を行った。

① A

市民会議で出た意見を参考

に、発信する情報の内容等

を検討することができたた

め。

人権政策課

108
市民向けの各種調査

の多言語化

市の施策に外国人市民のニーズや視

点を反映するため、市民向けの調査

の時には、翻訳・通訳などを行い、

多言語での対応に努めます。

「多文化共生推進に係る各所属における対応

について」の文書にて、市民向けの調査時の

多言語対応について周知を図っている。

① B

各課で必要と感じたときは

多言語対応をしてもらって

いるが、翻訳手法や内容ま

では把握できていないた

め。

人権政策課

関係各課

109

各種審議会委員など

への参加・参画の促

進の働きかけ

審議会など（附属機関及び協議会な

ど）において、市の施策に外国人市

民のニーズや視点を反映するため、

公募による審議会委員などに外国人

市民の参加が促されるように庁内へ

の働きかけを行います。

「多文化共生推進に係る各所属における対応

について」の文書にて、審議会等への外国人

市民の登用について周知を図っている。

① B

公募の周知方法や資料のわ

かりやすさ等、外国人市民

の参加を促すような工夫が

必要であるため。

人権政策課

110
八尾市人権教育・啓

発プランの推進

外国人市民を含む市民と一緒に、

「第２次八尾市人権教育・啓発プラ

ン（改定版）」を進めていきます。

人権尊重の社会づくり審議会を２回開催し

た。
② A

人権尊重の社会づくり審議

会にて、第２次八尾市人権

教育・啓発プラン（改定

版）の進捗管理をすること

ができたため。

人権政策課

111
人権尊重の社会づく

り審議会の運営

「人権尊重の社会づくり条例」によ

り設置されたこの審議会において、

外国人に関する施策を含む八尾市の

人権施策について話し合い、よりよ

い施策をつくっていきます。

人権尊重の社会づくり審議会を２回開催し、

部落差別の解消に関する施策の方向性につい

て等、八尾市の人権施策について話し合いを

行った。

② A

活発に意見交換いただき、

本市における人権に関する

施策を総合的に推進するた

めの方策等について審議い

ただけたため。

人権政策課

112

外国人市民が地域活

動に参加しやすい環

境づくり

多言語で外国人市民に地域活動への

参加を呼びかけたり、地域に対して

外国人市民の受け入れを促すような

支援を行います。

地域活動等の中で必要な翻訳や通訳支援を

行った。
① A

地域の中でのコミュニケー

ション支援として活用いた

だくことができたため。

人権政策課

113 町会への加入促進

外国人住民が身近な地域での近隣関

係を築くきっかけづくりとして、町

会活動と加入方法について情報発信

していきます。

町会加入促進を以下の通り実施した。

・公用車への町会加入広告の掲載

・新規分譲地の各地区委員長への情報提供

・開発協議を通した、転居者への町会加入の

呼びかけ

・自治振興委員会と協働で町会加入促進リー

フレットや町会加入啓発物品の作成、配布。

② A

町会への加入促進のため

に、町会加入促進ちらし(日

本語・中国語・ベトナム語)

の配付など、地域と協力し

て様々な取組みを行ってい

る。

コミュニティ政策

推進課

114
外国人市民のための

セミナーの開催

外国人市民のニーズを把握しなが

ら、生活の不安を減らすため、ま

た、社会や地域において活躍できる

よう、さまざまなセミナーを行いま

す。

「消防士さんから学ぶ！ぜったい役立つ救命

処置」開催（八尾市消防本部共催）
① A

外国人住民の要望から、

AEDの使い方や心臓マッ

サージ、応急手当の知識を

学ぶセミナーを実施した。

やさしい日本語や希望者に

は通訳を交えて実施するこ

とで生活に必要な知識や情

報を得る機会となった。

国際交流センター

３－３ 外国人市民のまちづくりへの参加促進

105
多文化共生に触れる

教室・講座の開催

主に小学生に対し、外国語（英語、

ハングル、中国語、ベトナム語）や

外国文化に触れる機会をつくり、多

文化共生への理解を深めます。



No. 取り組み 内容 2022（令和4）年度実績 分類 評価 分類や評価の理由 取り組み主体

115
ボランティアの募

集・育成・支援

さまざまな方法を使ってボランティ

アを募集します。また、ボランティ

ア活動を通して、外国人市民が自信

を持ち自分らしく生きていける機会

につなげていきます。

・市政だよりや掲示板、HP等を通してボラ

ンティア募集を掲載。

・各事業でのボランティア募集の案内。

・ボランティア説明会を開催し、ボランティ

ア活動について案内する機会を設けた。

ボランティア登録数：201人

② A

様々な媒体での広報、説明

会での案内により、活動へ

の理解を深め、登録につな

がった。

国際交流センター

116 近隣大学との連携

大阪経済法科大学や近畿大学、大阪

教育大学などと情報交換し協力しま

す。インターンシップの受け入れな

どを行い、多文化共生に向けた取り

組みを進めます。

・大阪経済法科大学との連携

①インターンシップの受入れ

②５日間業界横断プログラム

② A

①では当センターの活動の

体験を通して、また②では

多くの学生に多文化共生に

ついて知ってもらえる機会

となった。

国際交流センター

117
市内国際交流団体に

対する支援及び連携

多文化共生を進めるため、他団体が

行う事業に参加し、連携します。ま

た、市民や団体などの自主的な活動

を支援します。

・「ひゅーまんフェスタ2022」参加

・「YAO OTAIYA MARKET」参加

・「八尾菊花ライオンズもちつき大会」参加

・「八尾よみかき交流会」参加

・「日本語学校へ行ってみよう！～見学＆交

流～」開催

・他団体への後援

② A

 他団体等の事業への参加

また、他団体との連携・協

力のもと、センター及びセ

ンター事業の幅広い広報へ

とつながった。

国際交流センター

118
多文化共生に向けた

活動の支援

中間支援組織である八尾市市民活動

支援ネットワークセンター「つど

い」を地域活動団体及び市民活動団

体等の拠点として活用することで、

各団体の体制強化及びネットワーク

の充実が図れるよう取り組みを進め

ます。

社会貢献活動の支援業務

①相談・・・131件

②スキルアップの支援

　・講師の派遣・・・18回

③公益的活動への参加支援業務

　・体験会の開催・・・4回

② A

市民活動支援ネットワーク

センターが行う各事業を通

じて、多様な市民団体の活

動を支援することで、活動

の活性化による交流機会の

充実を図っていく。

コミュニティ政策

推進課


